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研究成果の概要（和文）： 同一価値労働同一賃金原則（ILO100号条約）に基づくカナダ・オンタリオ州のペ
イ・エクイティ法の研究からは、プロアクティブ（使用者に賃金差別を是正する積極的な義務を課す）な法制を
担保する「ペイ・エクイティ計画」の実際、行政の事業主への継続的なモニタリングなど実施・運用上の詳細に
ついて有益な知見を得た。一方、国内の大手家電量販店の協力を得て行った店舗従業員に対する職務評価の実践
からは、正規・非正規雇用者間、男女雇用者間の賃金格差を検証し、同一価値労働同一賃金原則による公正な賃
金と賃金制度について提案した。

研究成果の概要（英文）：     From the study of the Pay Equity Act of Ontario based on the Principle 
of Equal Pay for Work of Equal Value, we got useful knowledge about “proactive model” that makes 
employers implement pay equity in their workplace without complaining from their workers. The 
knowledge includes the reality and issues of pay equity plan, the detail of the administrative 
continuous monitoring system to employers which contributes to operate pay equity plan effectively, 
etc.
     On the other hand, from the practice of the job evaluation for the workers of the major 
electrical appliances general merchandising store, we clarified the pay gap between regular and 
non-regular workers, men and women workers, and proposed the fair wage and the fair pay system based
 on the Principle of Equal Pay for Work of Equal Value.

研究分野：社会政策
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 2020年4月に「パートタイム・有期雇用労働法」が施行され、非正規雇用者の主要な処遇改善施策に「不合理な
待遇の禁止」、「差別的取り扱いの禁止」が据えられた。他方で、「旧労働契約法20条」に基づく非正規雇用者
に対する差別是正訴訟が頻発したが、その成果は諸手当の改善の域を出ていない。非正規雇用者の生活困難と待
遇格差の中核は「基本給格差」である。同一価値労働同一賃金原則（ILO100号条約）に基づく法理と法制度およ
び職務評価による正規・非正規雇用者間の基本給格差の是正と賃金制度の設計を課題とする本研究の成果は、日
本の現行法政策・社会政策と切り結ぶ大きな意義を有している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景                            
 2008年のリーマンショック以降、日本の労働市場では、雇用の非正規化が一層進展した。本
研究課題を計画した 2016年には、非正規雇用比率は 37.5％にのぼり、低賃金による非正規雇用
者の生活困難と正規・非正規雇用者間の賃金格差（一般労働者男女計 65.8）は大きな社会問題
となっていた。この傾向は、非正規雇用の 7 割近くを占める女性非正規雇用者でとりわけ深刻
であった。こうした実態を背景に、政府は、2016年冒頭に「働き方改革」の中心施策として正
規・非正規雇用者間の「同一労働同一賃金の実現」を掲げ、労働契約法、パートタイム労働法、
労働者派遣法の一括改正を目指した。他方、先進国中、最も高い水準にある我が国の男女間賃金
格差は依然として大きいにもかかわらず（2016年 一般労働者 73.0）、労働政策レベルではほと
んど顧みられることはなかった。 
 こうした状況に鑑みると、正規・非正規間及び男女間賃金格差を是正する国際戦略である同一
価値労働同一賃金原則（ILO100号条約）に基づく新たな賃金制度の設計と我が国における法理・
法制度のあり方を追究する本研究課題の遂行は大きな意義を有するものであった。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、第一に、男女間賃金格差解消の国際的な戦略である同一価値労働同一賃金原
則（ILO100号条約）に基づいて、職務評価を用いた「同一価値労働同一賃金制度」を複数企業
の協力の下に具体的に検討し、公正な賃金制度の設計・普及を図ること、第二に、その先進事例
として同一価値労働同一賃金原則を理念とするカナダ・オンタリオ州のペイ・エクイティ法
（1987年制定）と同法に基づき賃金制度を整備する企業等の実情に着目し、公平な賃金制度の
実施を担保する同法の法理や法解釈の研究によって日本の賃金格差解消に資する日本法への示
唆を得ることである。 
 
３．研究の方法 
 第一の目的については、民間企業２社の協力を得て、各企業における【職種・職務の分類→職
務分析→職務評価システムの策定→職務評価の実施→職種・職務の価値に対応した賃金ランキ
ングの作成→これをベースとした当該企業に適合的な賃金制度の設計】を試行し、これら事例を
ベースに汎用性を持つ「同一価値労働同一賃金制度」のモデルを設計・提案する。この過程では、
海外の賃金制度研究の成果や日本国内で職務基準賃金を採用する企業へのインタビュー、さら
に協力企業２社の人事・賃金担当者や当該企業従業員へのインタビュー等を行う。 
 第二の目的については、同一価値労働同一賃金原則の実現に向けて先進的に取り組み、およそ
30 年の運用実績を有するカナダ・オンタリオ州におけるペイ・エクイティ法を比較法の対象と
して設定し、文献及び現地調査によって研究を行う。これと並行して既に日本で蓄積のある同一
（価値）労働同一賃金原則に関する研究を整理、再検討するとともに、雇用形態間の平等を目指
す「同一労働同一賃金」の立法化の動向と裁判例の展開を追い、日本の到達点と問題状況を明ら
かにする。 
 
４．研究成果  
 本研究課題は研究代表者の下に置かれた二つの研究グループによって遂行された。一つは、上
記第一の研究目的を担当した社会政策グループ、もう一つは上記第二の研究目的を担当した労
働法グループである。各研究成果を定期的な研究会や合宿によって共有し、研究を進めてきた。 
 
＜社会政策グループ＞ 
 社会政策グループの研究成果は次の諸点である。 
第一に、①賃金制度に関する先行研究サーベイを行い、日米・日英の賃金制度等に関連する諸
文献を読み、議論を深めた。②正社員と非正規社員間の「同一労働同一賃金を実現する賃金制度・
人事制度」への改定を実施した日本の企業 5 社の人事部／労働組合へのインタビュー調査を行
い、その詳細について理解を深めた。特に、正社員と契約社員の賃金体系を完全に一本化し、正
社員の賃金を段階的に引き下げるとともに、定年を延長することで同一労働同一賃金を実現し
た広島電鉄の事例は、その後の研究に参考になった。 
第二に、①新たな賃金制度設計の事例となる協力企業 2社（大手家電量販店 A社、B社に決
定）において、人事部、労働組合に人事・賃金制度および店舗の業務実態等についてインタビュ
ーを行い、職務評価の対象となる職種を販売職とレジ・カウンター職に絞り込んだ。②4店舗・
35 人の対象職種従業員に担当職務に関するインタビュー調査を実施した。③その結果を基に、
家電量販店の前掲 2 職種の職務を、売り場管理／接客業務／販売業務／販売後の顧客対応／商
品管理・顧客管理／レジ・カウンター業務／店舗・施設の維持に関する業務／販売計画・予算管
理／金銭管理／人員管理や指導・サポートの 10職務に区分した。さらに、従業員インタビュー
に基づく詳細な職務分析から職務を評価する（サブ）ファクターとそれぞれのウエイトを検討し、
下表の職務評価システムを策定した。 
その後、家電量販店 A社、B社の店舗従業員（販売職、レジ・カウンター職）の職務評価を行
うために「仕事の評価についてのアンケート」を作成し、2019 年 2～3 月に 2 社の正社員、非
正規社員を対象に同「アンケート」を実施した（2,194票回収）。 

A社、B社の正社員、非正規社員が回答した自らの職種・職務についての職務評価データと各



企業人事部から提供された当該正社員、非正規社員の月例賃金・労働時間データを合体させ、雇
用形態別、職種別、男女別、資格等級別、勤続年数別等に職務の価値と現行賃金の関係を分析し
た。 
その結果、第三に、(1) 雇用形態別・資格等級別（正社員のみレベル 3，2，1）に職務の価値
（職務評価点）と現行賃金（年収換算時給）の関係を、同一価値労働同一賃金の視点からみると
(正社員レベル 3＝100)、正社員レベル１等級、契約社員、パートタイムの賃金は職務の価値から
大きく乖離し、同一価値労働同一賃金／比例価値労働比例賃金原則（ペイ・ エクイティ）によ
る是正賃金は、それぞれ時給で 400～500円余り増額されるべきであること、(2) 職種別・雇用
形態別では、家電量販店の中核職種である販売職において雇用形態間の賃金格差が極めて大き
く、契約社員、パートタイムの賃金が非常に低く据え置かれており、ペイ・ エクイティによれ
ば時給(是正賃金)の昇給額は 500～600 円を超えること、(3) 雇用形態別・男女別に職務評価点
と現行賃金（年収換算時給）を比較すると、正社員の男女間賃金格差は 100：90.2で社会的格差
水準よりは小さいものの、職務評価点の差（100：96.1）よりは大きく、ペイ・ エクイティによ
って時給は 130 円近く増額される必要がある。家電量販店においては、性というよりは雇用形
態による賃金差別が顕著であること等が明らかとなった。 
第四に、同一価値労働同一賃金原則に基づく賃金制度の設計に当たっては、カナダ・オンタリ
オ州で現地調査を行ったUSW Local 1998（トロント大学支部）のペイ・エクイティ法に基づく
職務評価制度・賃金制度を参考に、家電量販店の賃金制度の設計を試みた。2社の職務評価デー
タと賃金データから、職務等級は職務評価点 50 点刻みの 16 等級、各職務等級に対応する賃金
等級額は、現行正社員の職務評価点 1 ポイントの年単価から算出した。各職務等級に属する職
務の定義（職務記述）は、職務評価の 12のサブファクタ―の評価レベルを用いて記述すること
を試みた。これらの作業を通して家電量販店に適合する同一価値労働同一賃金制度案を設計し
た。本来なら、2019年度末に協力企業 2社の人事部・労働組合にこの賃金制度案を提示し、意
見交換をする機会を設定していたが、新型コロナウィルスの感染拡大によって訪問することが
叶わず、今日に至っている。コロナ禍が収束した段階で、その機会を設け、賃金制度案をさらに
洗練する予定である。 

 
図表：家電量販店の販売職、レジ・カウンター職の職務評価システム 

 
 
＜労働法グループ＞ 
 労働法領域における研究成果は、(1)カナダ・オンタリオ州におけるペイ・エクイティ法の法
制度とその運用を考察したことによる成果と、(2)この成果を比較法の素材として、日本におい
てペイ・エクイティ（同一価値労働同一賃金）を実現するための論点およびあるべき法制度につ
いて研究したことによる成果に分けられる。 
オンタリオ州のペイ・エクイティ法（Pay Equity Act）は、一定範囲の事業主に雇用する男女
労働者の賃金格差を積極的に是正するための行動計画を定めたペイ・エクイティ計画の策定と
運用を義務づけ、労働者からの賃金差別訴訟の提起を待たず（プロアクティブ）に男女の賃金の
衡平を実現する仕組みを規定する。一般に「プロアクティブモデル」と呼ばれるこの仕組みは、
賃金衡平を効果的に実現する世界に先駆けた仕組みとして注目されてきた。しかし同法に関す
る日本における研究は、同法制定初期にいくつか存在するものの、その後はほとんど見られず、
この既存の研究も制度の背景と概説にとどまり、その法理論的研究は必ずしも十分ではなかっ
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た。 
(1) ペイ・エクイティ法の解釈と運用に関する新たな知見 
本研究では、先行研究の到達点を確認の上、ペイ・エクイティ法の解釈・運用に関するオンタ
リオ州の資料、審判例を収集し、同法に関する情報を最新のものに更新し、同法の今日までの展
開を整理した。その上で、ペイ・エクイティ法の運用に関わる行政機関である賃金衡平委員会作
成のペイ・エクイティ法の解釈に関する最新の「ガイドライン」（2019年版）を翻訳し、他の行
政資料とともに分析した。 
これらの研究から、第一に、ペイ・エクイティ計画の実施・運用基準が明確となり、プロアク
ティブモデルにおける行政による事業主に対する継続的なアプローチ・モニタリングと、職務評
価の実施を支援する行政の仕組みが重要な役割を担っていることが明らかとなった。第二に、日
本では研究上手つかずであったペイ・エクイティ法に関する審判例の分析を通じて、ペイ・エク
イティ法の解釈にカナダ憲法の一部であるカナダ権利自由憲章が影響を与えていること、ペイ・
エクイティ法がペイ・エクイティの達成方法に加え、達成すべきペイ・エクイティの内容の決定
に対しても労働組合等労働者の関与を認めていること等、同法の理論的基礎に関わる特徴を明
らかにした。本研究期間中の 2018年 12月に、連邦レベルでもオンタリオ州のペイ・エクイテ
ィ法と類似する仕組みから成る「ペイ・エクイティ法」が成立した。合わせてその内容を整理し、
州・連邦のペイ・エクイティ法の対比分析を進めている。 
第三に、2019年 3月にオンタリオ州において現地調査を行った。調査対象は、前述した同州
の賃金衡平委員会、ペイ・エクイティ計画の実施に積極的な取り組みを行う労働組合である
USW Local 1998、カナダ公務員連合会、ペイ・エクイティ法制定に深く関与した学識者等であ
る。この調査では、ペイ・エクイティ実現に向けた近年の行政の取り組みの実際や政権交代下に
おける行政の活動傾向の変化、オンタリオ州の企業や労働者の雇用管理の一般的傾向等、文献に
は現れにくいペイ・エクイティ法の実態分析に有用な情報を得た。中でもペイ・エクイティ法の
制定や展開において労働組合や市民が果たした具体的取り組みに関する情報、USW Local 1998
がトロント大学との間で実施してきたペイ・エクイティ計画の現物や、同計画作成と運用のため
に実際に用いた職務評価制度の内容や労働者に対するアンケート等の資料は、ペイ・エクイティ
計画の実際の運用を精密に描き出すための有用な資料であった。トロント大学で在外研究をし
ていた研究分担者を通じて、これらの調査対象との間で今後の研究において必要となる情報提
供等の協力の約束を取り付け、将来の研究につながる手がかりを得た。 
 
(2)ペイ・エクイティの実現に向けた日本法の検討により得られた知見 
他方、日本法の検討に当たっては、性差別の禁止に関する同一価値労働同一賃金原則および雇
用形態間差別の禁止に関する同一労働同一賃金原則に関連する文献の収集と分析を行い、現在
の理論・判例状況を整理した。この作業からは、第一に、①日本の「パートタイム・有期雇用労
働法」が規定する「同一労働同一賃金」が、欧米で歴史的に規定されてきた同一労働同一賃金原
則とは異なる意味を持つこと、②職務給制度が主流でない日本においても同一労働同一賃金原
則は、労働契約上の平等義務や相対的公序に基礎づけることで機能しうること、③「パートタイ
ム・有期雇用労働法」の均衡待遇規定の解釈方法に関する学説上の対立は、当該雇用形態で働く
ことに関する労働者の「選択」を、労働者の自主性か、あるいは、社会的な強制か、といった、
いかなる特徴を有するものと理解するかについての評価の違いに根ざすこと等が明らかになっ
た。 
第二に、比較検討対象としたペイ・エクイティ法は、ペイ・エクイティの実現にプロアクティ
ブモデルが有効であることを示唆している。従来の日本では、男女平等賃金の実現は、刑事罰に
よる予防的効果や労働局による紛争解決、民事訴訟等によって担われており、立法の機能範囲の
狭さや当該制度を利用する際の利便性の低さなどの課題があった。これに対し事業主に女性活
躍推進基本計画の策定・届出義務を課す女性活躍推進法は、プロアクティブな差別是正を指向す
る部分がある。しかし同法では、男女の賃金の差異は任意的な状況把握項目にとどまり、情報公
表項目にもなっていないなどの課題がなお残っている。 
また、プロアクティブな差別是正は職場の問題状況に即した人事制度の積極的な修正を必要
とするが、この修正作業やその後の制度運用のモニタリングに労働者を参加させることが、職場
の問題状況を効率的に是正し、労働者を尊重した人事処遇を実現するという差別禁止の基本目
的を実現するために必要とされている。オンタリオ州では労働組合がこの役割を担っているが、
必ずしも労働組合の基盤が十分でない日本では、労働組合のほか、行政等による一定の支援を必
要とする部分があることが明らかになった。 

 
本研究課題「同一価値労働同一賃金原則に基づく新たな賃金制度と法の研究」の目的は、同一
価値労働同一賃金原則（ILO100号条約）の実施によって日本における男女雇用者間および正規・
非正規雇用者間の大きな賃金格差を是正することである。そのためには同原則を体現した法の



整備と運用、並びに、賃金決定の場である企業において同原則に基づく賃金制度の整備が不可欠
である。この賃金制度の公平性を担保するのは、性と雇用形態に中立な職務評価制度である。 
この二面戦略を達成するために、今回、法についてはカナダ・オンタリオ州の「ペイ・エクイ
ティ法」にフォーカスし、現地調査も含めて理論的にも実践的にも有益な知見を得ることが出来
た。これを日本で具現化するためには、2020年 4月に施行された「パートタイム・有期雇用労
働法」との関連と差異に関する多面的な検討が求められる。さらに日本法の体系に「プロアクテ
ィブな賃金差別是正の制度」を組み込むためには課題は多いが、上述の研究成果の上に展望した
い。 
他方、企業における「同一価値労働同一賃金制度」の設計という課題では、試行ながらも同一
価値労働同一賃金研究における数歩の前進があった。一つは、研究上、先行事例のない家電量販
店の店舗従業員を対象に職務評価を行い、雇用形態と性がもたらす現行賃金の問題点を析出し
たこと、同時に、その職務評価データを用いて職務の価値に基づく具体的な賃金制度案を設計し
たことである。この成果は、私たちの前回の JSPS科研費による研究『同一価値労働同一賃金原
則の実施システム』（森ます美・浅倉むつ子編、有斐閣、2010年）をさらに進めたものである。 
もう一つの前進は、今回の研究に家電量販店大手 2 社の人事部並びに労働組合の全面的な協
力が得られたことである。職務評価研究・実践において正確な賃金データ・労働時間データを得
ることは大きな難問であった。今回は、調査・研究のプロセスで人事部や労働組合のご意見を反
映させ、調査回答者個々人の賃金データ等を提供頂いた。同時に、回答された従業員個々人から
会社に対する「同意書」を提出して頂いた。個人情報保護の時代の調査・研究の実施についての
貴重な経験であった。 
最後に、賃金制度との関わりで「パートタイム・有期雇用労働法」について一言触れたい。同
法 8条、9条と関わる「同一労働同一賃金ガイドライン」（「短時間・有期雇用労働者及び派遣労
働者に対する不合理な待遇の禁止等に関する指針」）は、「基本給」について 3 通りの支給基準
（能力又は経験、業績又は成果、勤続年数）を設定し、当該企業が正社員に適用する支給基準を
持ってパートタイム・有期雇用労働者を判定し、通常の労働者（正社員）と同一の基準レベルで
あるパートタイム・有期雇用労働者（非正規社員）には通常の労働者と同一の基本給（均等待遇）
を、また基準レベルについて一定の相違がある場合には、その相違に応じた基本給（均衡待遇）
を支給しなければならないと規定している。 
要約すれば、「法」は正社員と非正規社員に同一の賃金制度を適用すること、その上で、同一
基準で判定した違いに応じた基本給の支給を求めているのである。なぜか、「同一労働同一賃金
ガイドライン」は、「同一労働同一賃金」を標榜しながら支給基準に労働の基準となる「職務」
を挙げていない。ともあれ、グローバル化と企業間競争が一層厳しくなる中で、企業が正規・非
正規雇用者を通した同一賃金制度に、遥か以前から年功的運用に陥った職能給や勤続給を採用
するとは思えない。昨今の先進大企業が、「ジョブ型賃金」へと舵を切っているように、今後の
進む方向は職務基準／役割基準賃金かと思われる。賃金の公平・公正を確保するためには、本研
究の成果をさらに洗練して対応していく必要がある。 
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